
議案第68号 

 

訴訟上の和解をすることについて 

 

葉山町（以下｢甲｣という。）は、東京高等裁判所平成29年（ネ）第

2014号所有権移転登記手続請求控訴事件・所有権確認請求控訴事件に

ついて、次のとおり和解を締結するものとする。 

 

１ 和解の相手方 

横浜市磯子区磯子７丁目５番１号 

リフォーム匠有限会社 

     （上記代表者代表取締役 髙柳 克己） 

     （以下「乙」という。） 

 

２ 和解の内容 

(１) 甲は、葉山町下山口字茅木山 1275 番６及び 1297 番２の所有

権が乙にあることを確認し、乙は、町道 771 号線（葉山町下山

口字茅木山 1297 番２北側隣接地）の所有権が甲にあることを

確認する。 

(２) 甲及び乙は、甲の所有する別紙議案資料中Ｋ８、Ｋ９、Ｋ16、

Ｋ11 及びＫ17 の各点を線で結ぶ範囲の土地（以下「Ａ－１土

地」という。地積 8.83 平方メートル）と、乙の所有する別紙

議案資料中Ｋ２、Ｋ３、Ｋ４、18、Ｋ16、Ｋ15 及びＫ９の各

点を線で結ぶ範囲の土地（以下「Ｂ－１土地」という。地積



6.54 平方メートル）並びにＫ１、Ｋ18、Ｋ12、Ｋ17、Ｋ６、

20 及び 30 の各点を線で結ぶ範囲の土地（以下「Ｂ－２土地」

という。地積 2.29 平方メートル）の部分を交換する。 

(３) 甲及び乙は、(２)の交換について互いに瑕疵担保責任を負わ

ない。 

(４) 乙は、甲に対しＢ－１土地及びＢ－２土地につき、所有権移

転登記に係る手続を行う。 

(５) 甲は、乙に対しＡ－１土地につき、所有権移転登記に係る手

続を行う。 

(６) (４)の所有権移転登記に係る手続費用は乙の負担とし、(５) 

の所有権移転登記に係る手続費用は甲の負担とする。 

(７) 乙は、甲に対し、Ｂ－１土地及びＢ－２土地を明け渡す。 

(８) 甲は、乙に対しＡ－１土地を明け渡す。 

(９) 乙は、その余の請求を放棄する。 

(10) 甲及び乙は、甲と乙の間には、本件に関し和解条項案に定め

るもののほかに何ら債権債務がないことを相互に確認する。 

(11) 訴訟費用は、各自の負担とする。 

 

平成30年３月７日提出 

 

葉山町長 山 梨 崇 仁 

 

 

 



提案理由 

所有権移転登記手続請求控訴事件・所有権確認請求控訴事件につい

ては、平成29年３月21日付け横浜地方裁判所横須賀支部の判決を不服

として、平成29年４月４日に東京高等裁判所へ控訴を申し立て、被控

訴人に対し、原判決の取消しを主張してきたが、その後、裁判所から

和解が提案され、協議を重ねた結果、本年２月28日に裁判所から和解

条項案が示され、和解を求められたので、本町はこれに基づき和解す

ることとし、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第12号

の規定により提案するものであります。 
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事 件 の 概 要 

 

１ 事 件 名  平成 29 年（ネ）第 2014 号 所有権移転登記手続請求控訴事件・所有権確認

請求控訴事件 

 

２ 被 控 訴 人  リフォーム匠有限会社 

  ※第１審原告 

 

３ 控 訴 人  葉山町（代表者 町長 山梨 崇仁） 

  ※第１審被告（葉山町以外の被告に被告Ａ） 

 

４ 控訴年月日  平成 29 年４月４日 

 

５ 概   要 

（１）控訴の趣旨 

ア 第１審の判決中、控訴人敗訴の部分を取り消す。 

イ 被控訴人の控訴人に対する請求を棄却する。 

ウ 訴訟費用のうち控訴人に対する請求に係るもの及び控訴費用は、第１審及び第２審と

も被控訴人の負担とする。 

 

（２）事案の概要 

訴外Ｃは、昭和 37 年 11 月 11 日に被告Ａから下山口 1275-6 の土地を購入し、占有を開

始した。その後相続及び承継を経て訴外Ｂが占有していたところ、平成 27 年９月 28 日に

原告が競売落札により当該土地及び建物を取得した。 

第１審において原告は、訴外Ｃが下山口 1275-6 を購入する際には本件に係る土地も含ま

れるとの説明を受けており、無過失での占有開始から 10 年間が経過する昭和 47 年 11 月

11 日（過失があったとしても昭和 57 年 11月 11 日）には時効取得が完成しているところ、

民法第 187 条第１項の規定により占有の権利を承継した原告が本事件に係る土地の所有権

をも取得したものと主張した。 

これに対し第１審判決では、訴外Ｂが相続により訴外Ｃより本件土地の所有権を取得し

た昭和 53年３月 22日から平成10年３月 22日経過時まで 20年間継続して本件土地を占有

したこと、平成 23 年９月に行われた道路査定における訴外Ｂの承諾は、本件土地に係る道

路部分が町道であることを承諾したものではなく、訴外Ｂが時効の利益を放棄したと認め

ることはできないこと、本件土地に係る道路部分は町道として供用されることなく長期間

放置され、公共用財産として維持すべき理由はなく、昭和 53 年３月 22 日時点で黙示の公

用廃止がなされたと認めるのが相当であることから、訴外Ｂの時効取得を認容した。 

また、訴外Ｂが、訴外Ｃが購入した土地に町道が存在することを認識していたと認める

証拠はなく、さらに原告が本件土地を取得した競売の際、本件土地に町道が存在すること

を記載されていた事実をもって時効の利益を援用することが信義則違反又は権利濫用と評

価すべき事情は認められないと認容し、原告が本件に係る土地の所有権を有することを確

認し、訴訟費用は被告の負担とするとされた。 
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総 務 課 

平成 30 年３月７日 



町としては、第１審判決の内容は到底承服することができず、事実の認定を誤り、法令

の解釈適用を誤った違法があるから破棄を免れないと考えることから、控訴に至ったもの

である。 

 

（３）経 過 

   H29.３.21 第１審判決 

   H29.４.４ 町が控訴状を提出 

   H29.６.29 第１回口頭弁論 

   H29.９.７ 第２回口頭弁論 

   H29.９.29 和解協議① 

   H29.10.11 和解協議② 

   H29.10.23 和解協議③ 

   H29.11.14 和解協議④ 

   H29.11.22 和解協議⑤ 

   H30.１.12 和解協議⑥ 

   H30.２.２ 和解協議⑦ 

 

 


